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地方創生推進交付金

No
交付対象
事業名

計画
期間

H30交付
決定額
(千円)

実績額
（千円）

1

地域とともに
取り組む回遊
性向上事業
～来訪が促
す地場産業
の振興～

3年
(H28
～

H30)

23,244 21,605

2
県西地域活
性化プロジェ
クト推進事業

5年
（H28

～Ｒ2）
11,476 6,603

3

交流・体感を
通じた移住促
進事業
～先輩移住
者と育む住み
たいまちづく
り～

3年
(H30

～Ｒ2)
3,852 3,390

4

歴史的資源
を通じた賑わ
いと交流のコ
ンパクトシティ
形成事業

3年
(H30

～Ｒ2)
13,311 13,250

先輩移住者や市民とともに、官民一体となって小田原暮らしをイメージできる
ような個別ガイドや移住体感イベントを開催するとともに、小田原のまちの全
体像や暮らしの魅力を伝えるためのガイドブックを製作し、移住促進を図る。
計画期間予定対象経費（H30末時点）：1年目:7,704千円　2年目:3,916千円　3
年目:4,416千円　総額:16,036千円(※補助は、対象経費の1/2)

【KPI（目標）】
①本事業がきっかけとなった移住者数　目標値:2人(H30)　基準値:0人(H29)
実績値:2人（H31年3月末時点）
②本事業への協力者数　目標値:33人(H30)　基準値:30(H29)　実績値:42人
（H31年3月末時点）
③本事業への参加者数（非居住者）　目標値:15人(H30)　基準値:0人(H29)
実績値:100人（H31年3月末時点）
④行政や協力者への相談件数　目標値:50件(H30)　基準値:0件(H29)　実績
値:50件（H31年3月末時点）

小田原駅周辺、隣接する箱根板橋駅・南町周辺において、かまぼこ製造など
水産加工の営みを今に伝える地域、歴史と伝統のなりわい文化、そして明治
時代の政財界を彩った人々の邸宅群など地域の歴史的・文化的資源を積極
的に活用することで、観光交流等の促進による地域活性化を地方再生コンパ
クトシティ事業の一環として実施する。
計画期間予定対象経費（H30末時点）：1年目:26,622千円　2年目:26,114千円
3年目:28,114千円　総額:80,850千円(※補助は、対象経費の1/2)

【KPI（目標）】
①小田原宿なりわい交流館の来訪者数　目標値:38,200人(H30)　基準
値:35,700人(H29)　実績値:43,756人（H31年3月末時点）
②事業対象地区内の商店街等における空き店舗の減少　目標値:2軒(H30)
基準値:0軒(H29)　実績値:1軒（H31年3月末時点）
③主な歴史的建造物施設の入館者数　目標値:39,288人(H30)　基準
値:35,717人(H29)　実績値:36,997人（H31年3月末時点）

事業概要及びKPI

観光回遊バスの運行やレンタサイクルの実施など、「回遊性の向上」に地域
一丸となって取り組む事業。地域連携DMOと地域DMOがそれぞれの強みを
活かして連携・補完することにより広域連携をも図る。さらには、観光資源界
隈において提供される地場産品自体の商品力を高めるため、長期的な視点
に立ったブランディングに努めていく。
計画期間予定対象経費（H30末時点）：1年目:39,613千円　2年目:43,383千円
3年目:46,488千円　総額:129,484千円(※補助は、対象経費の1/2)

【KPI（目標）】
①観光入込客数　目標値:618万人(H30)　基準値:451万人（H26）　実績値:618
万人（H30年12月末時点）
②レンタサイクル利用者数　目標値:4,219人(H30)　基準値:2,554人（H27）  実
績値:3,148人（H31年3月末時点）
③「HaRuNe小田原」内街かど案内所における観光案内件数　目標値:5,700件
(H30)　基準値:3,512件（H26）　実績値:3,284件（H31年3月末時点）

神奈川県が進める「未病の改善」を県西地域を戦略的なフィールドとして位置
づけ、食や運動など未病の改善に資する取組を展開することで健康づくりや
地域活性化に繋げていく。
計画期間予定対象経費（H30末時点）：2年目:28,873千円　3年目:22,952千円
4年目:24,544千円　5年目:18,194千円　総額:94,563千円(※補助は、対象経費
の1/2)

【KPI（目標）】※広域枠での申請主体である県が設定。評価も県が実施予定。
①県西地域２市８町における社会増減:目標値△800人(H30)　基準値:△2,315
人（H28申請時点）　実績値:△217人
②県西地域２市８町における入込観光客数:目標値:3,552万人(H30)　基準
値:3,410万人（H28申請時点）　実績値:Ｈ30県未公表（Ｈ29：3,617万人）
③「県西未病観光コンシェルジュ」講座修了者数:目標値430人(H30)　基準
値:206人(H28申請時点)　実績値:456人

・地方創生を実現するための総合戦略事業を後押しするための交付金。補助率は1/2。
・交付金の型として、先駆性を重視する「先駆タイプ」（5か年認定）、先進的・優良事例の横展開を図る「横展開タイ
プ」（3か年認定）がある。また、単独市で認定を受ける「単独申請」と、複数自治体で共同して申請する「広域申請」
がある。

平成30年度 地方創生関連交付金事業の概要 参考資料１-１



No
交付対象
事業名

計画
期間

H30交付
決定額
(千円)

実績額
（千円）

5

アフター・トワ
イライトの磨
き上げを起点
とするインバ
ウンド推進事
業

3年
(H30

～Ｒ2)
6,000 6,000

6

多様な分野
で活躍する地
方創生推進
人材の育成・
活躍促進事
業
～小田原市・
南足柄市の
地域間協働
による取組～

3年
(H29

～Ｒ1)
5,173 4,811

63,056 55,659

地方創生拠点整備交付金

No
交付対象
事業名

計画
期間

H29交付
決定額
(千円)

実績額
（千円）

1

観光客の裾
野拡大と回遊
性の向上を
促す拠点の
整備

1年
(H29)

61,163 26,882

社会・経済的に密接な関係を有する南足柄市と①職員②人材③コンテンツの
３つの交流を通じてそれぞれが持つ地域の課題やノウハウを共有し、講座の
相互受講などを行うことで広い視野を持って多様な分野で活躍する担い手の
発掘・育成を図る。また、「知る・学ぶ」で終わらせずに具体の活躍のフィール
ドにつなげることで「実践」にまで発展させていく。
計画期間予定対象経費（H30末時点）：1年目:8,820千円　2年目:15,346千円
3年目:20,526千円　総額:44,692千円(※補助は、対象経費の1/2)

【KPI（目標）】
①小田原市・南足柄市における人口の社会減総計　目標値:0人(H30)　基準
値:△226人(H27)　実績値:△374人（H30年12月末時点）
②小田原市・南足柄市におけるＮＰＯ法人数総計　目標値:102(H30)　基準
値:96(H27)　実績値:100（H31年3月末時点）
③小田原市・南足柄市において行う人材育成事業での講座受講者数総計
目標値:210人(H30)　基準値:0人(H27)　実績値:230人（H31年3月末時点）
④小田原市・南足柄市における観光入込客数総計　目標値:762.3万人(H30)
基準値:529万人(H27)　実績値:713万人（H30年12月末時点）

・「未来への投資」という経済対策の観点から、総合戦略に位置付けられている地方創生の推進に資する施設整備
等を対象とした交付金。補助率は1/2。補助対象期間は1年。

計

事業概要及びKPI

【平成29年度に整備済】（効果検証はR2年度まで実施）
　観光の核である小田原城とロードバイク愛好者が多く通過する国道1号線に
近接する「小田原スポーツ会館」について、ロードバイク専用駐輪場やシャ
ワールーム等を備えるなどのリニューアル工事を行い、観光客の裾野を拡大
させることができる施設としての機能を持たせた。

【KPI（目標）】
①観光入込客数　目標値:618万人(H30)　基準値:453万人（H27）　実績値:618
万人（H30年12月末時点）
②天守閣等入場客数　目標値:331万人(H30)　基準値:170万人(H27)　実績
値:310万人（H30年12月末時点）
③三の丸売店における年間売上高　目標値:12,700千円(H30)　基準値:11,968
千円(H27)　実績値:13,271千円(H30年3月末時点)

インバウンドに対応した体験・食・宿泊といったコンテンツを有機的につなぎ、
ツアー商品として開発運営する推進主体としてＤＭＣを設立し、インバウンド対
応の前提となる外国人来訪者に対応するサイン類の整備やナイトライフの充
実、観光サービス拠点を繋ぐ地域ツアーなどにより、コト消費拡大し、地域の
稼ぐ力を高めていく。
計画期間予定対象経費（H30末時点）：1年目:12,000千円　2年目:142,000千円
3年目:155,000千円　総額:309,000千円(※補助は、対象経費の1/2)

【KPI（目標）】
①DMCが取り扱う有料事業の売上高　目標値:0円(H30)　基準値:0円(H29)
実績値:0円（H31年3月末時点）
②一人当たり観光消費額　目標値:3,215円(H30)　基準値:3,033円(H29)　実績
値:3,218円（H30年12月時点）
③小田原城天守閣外国人入場者数　目標値:41,000人(H30)　基準値:38,000
人(H29)　実績値:42,673人（H31年3月末時点）

事業概要及びKPI



事業
の

評価
評価の理由

今後
の

方針
今後の展開内容

１．旧岡田邸・皆春荘活用事業
一般公開（週４日程度）を行うため、ス
タッフとして、３名の臨時職員を採用し
た。
・公開に当たり、建物の美観保持のため
に維持修繕を行った。
・旧岡田邸については、公開部分の拡大
（主屋一部）のため、新たに賃貸借契約
を締結した。
・皆春荘については、11月より一般公開
を開始した。
【交付金対象事業費実績額： 2,542,136
円】

１．旧岡田邸・皆春荘活用
事業
歴史的風致形成建造物に
指定されている旧岡田邸
及び皆春荘を活用すること
で、箱根板橋駅・南町周辺
地区への観光客の呼び込
みに寄与した。

１．旧岡田邸・皆春荘活
用事業
歴史的建造物利活用計
画策定業務により、公民
連携による保全・活用の
検討を進める。

２．白秋童謡館展示リニューアル事業
昭和１２年建築の田中光顕伯爵和風別
邸である白秋童謡館の改修工事完成に
合わせ、展示室の展示内容を見直し、新
たに展示パネルを作成した。
【交付金対象事業費実績額： 293,000
円】

２．白秋童謡館展示リ
ニューアル事業
北原白秋の翻訳したマ
ザーグースの原稿などを学
術的な検討を加えて新たに
展示したり、白秋の影響を
受けた小田原にゆかりの
詩人の作品を紹介するなど
により、来館者増加による
回遊性の向上と、白秋童謡
の理解を拡げ「文学のま
ち」としての都市の魅力向
上に貢献することができ
た。

２．白秋童謡館展示リ
ニューアル事業
展示資料の更新などを
行いつつ、訪れた観光客
等に対し白秋童謡の魅
力を伝え、それらの創作
の源泉となった小田原の
風土に着目して都市の
魅力向上に努めていく。

2
【清閑亭
管理運
営事業】

清閑亭管理運営事業

小田原市歴史的風致維持向上計画及び
国の社会資本総合整備計画（街なみ環
境整備事業の効果促進事業）等に基づ
き、小田原市の歴史的・文化的資源であ
る清閑亭の回遊・交流拠点としての活用
を核として、小田原城周辺の歴史的風致
を活かした文化観光によるまちづくりを
推進することを目的に、NPO法人小田原
まちづくり応援団に業務委託し、年間100
以上のイベントを実施したが、イベント参
加者数は、前年度比32％減（21,276人）
であった。なお、来館者数についても、前
年度比34％減（25,712人）と減少はした
ものの、清閑亭の回遊・交流拠点として
の活用を推進した。（稼働日数305日）
【交付金対象事業費実績額： 15,000,000
円】

KPI
達成
に有
効で
あっ
た

対象建築物は、国の登録
有形文化財であり、同じ近
現代の別邸である小田原
文学館及び松永記念館等
の歴史的風致形成建造物
等と連携を図りながら公開
することで、回遊性の拡大
及び地域の特色を生かし
た文化観光によるまちづく
りを推進することに寄与し
ている。

事業
の継
続

従来の観光振興の視点
に加え、文化振興の視点
も取り入れた中で、回遊
性と交流拡大による、ま
ちの魅力の発信やにぎ
わいの創出を目指すた
め、今までの活用実績を
踏まえ、回遊拠点とした
事業を実施していく。

3
【レンタ

サイクル
事業】

レンタサイクル事業

観光客の利便性・回遊性を高めることを
目的に、小田原城址公園歴史見聞館貸
出所と小田原駅東口駐車場貸出所を拠
点に、レンタサイクル貸出しを行った。な
お、歴史見聞館貸出所については、歴
史見聞館の耐震補強工事のため、8月
から休所。
【交付対象事業費実績額：2,222,384円】

KPI
達成
に有
効で
あっ
た

レンタサイクルの利用者は
年々増加しており、平成28
年度、平成29年度と2年連
続で4,000人を超える実績
であり、平成30年度は歴史
見聞館耐震工事のため、8
月から休所となりKPI達成
には有効ではなかったが、
東口駐車場だけで3,148人
の利用者があったことか
ら、観光客の回遊性向上に
寄与しているものと考えら
れる。

事業
内容
の見
直し
（改
善）

利用者が増えている小
田原駅東口駐車場貸出
所を拠点とするともに、
観光客が増加している小
田原漁港周辺に拠点を
設けることで、回遊性を
高めるとともに利便性向
上を図っていく。

今後の展開について

平成30年度　地方創生関連交付金事業の個別評価結果

1

【歴史的
建造物
活用事

業】

歴史的建造物活用事業

KPI
達成
に有
効で
あっ
た

事業
の継
続

Ｎo

交付対
象事業
の名称

事業における実施項目
交付金を活用して

H30年度に実施した詳細内容

有識者等からの評価

地域とと
もに取り
組む回
遊性向
上事業
～来訪
が促す
地場産
業の振
興～

参考資料１-
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参考資料１-

4

【北条早
雲没後
500年を
節目とし
た観光
都市ＰＲ
事業】

北条早雲没後500年を
節目とした観光都市ＰＲ
事業

北条氏ゆかりの関係自治体と連携し、北
条氏の功績等を巡るトークショー等を開
催。没後500年を節目に定住や交流人口
の枠組みを越えたアカデミックな「関係人
口」層にも多数来ていただくことで、観光
都市としての魅力に触れていただき、来
訪客の幅を拡げた。
【交付対象事業費実績額：5,000,000円】

KPI
達成
に有
効で
あっ
た

アカデミックな事業展開だ
けではなく、マンガやゲー
ムなど若い層をターゲット
にした事業を展開すること
ができ、来訪客の幅を拡げ
られ、都市PRが行われたと
ともに、誘客にも効果が
あったと考えられる。また、
地域の物産と連携するな
ど、新しい視点でPRするこ
とができ、地域の活性化に
つながったと考える。

事業
内容
の見
直し
（改
善）

一部事業は継続して行う
とともに、プロジェクション
マッピング世界大会を行
い、更に来訪客の幅を拡
げ、都市をPRするととも
に、誘客を拡大する。

5

【交流促
進施設
活用事

業】

交流促進施設活用事業

交流人口の拡大と小田原の魚の消費拡
大を通じて、水産業の振興と地域の活性
化を図ることを目的に整備する交流促進
施設について、ホームページや水産業プ
ロモーション動画を制作し多くの交流人
口を獲得できるよう開業に向けた準備を
行った。
【交付対象事業費実績額：4,622,400円】

KPI
達成
に有
効で
はな
かっ
た

※ＫＰＩとして、小田原漁港
交流促進施設の入込客数
を掲げていますが、開業は
令和元年度の予定となりま
す。

事業
の継
続

令和元年度に開業予定
の交流促進施設を活用
し、交流人口の拡大と小
田原の魚の消費拡大を
図っていく。

6
インバウンドのプロモー
ション

交通事業者と連携し、小田原への旅行
商品（お得なクーポン付き）を造成し、
WEBや鉄道駅等でPRを行った。また、市
民から募集したオススメの観光スポット
を反映させたパンフレットを作成し、観光
客等にPRを行った。
【交付対象事業費実績額：1,500,000円】

KPI
達成
に有
効で
あっ
た

旅行商品は、年間で実施
することができ、関西・中部
方面から3,800件以上の利
用があり、多くの方が本市
を訪れ、効果的な誘客につ
ながった。また、鉄道駅等
でのCM動画放映などによ
るPR効果も高いと考える。

事業
の継
続

交通事業者との連携に
ついては、本市へのさら
なる誘客を図るため、平
成30年度の事業内容を
継続して通年で実施す
る。

7
市民が選ぶベスト観光
スポットコンテストＰＲ

市民から募集したオススメの観光スポッ
トを反映させたパンフレットを作成し、観
光客等にPRを行った。
【交付対象事業費実績額：299,160円】

KPI
達成
に有
効で
あっ
た

「市民が選んだオススメ観
光スポット」については、市
民の意識啓発につながると
ともに、観光客等に対して
も新たな魅力の発信を行う
ことができた。

予定
通り
事業
終了

8
【ライブ
カメラ設
置事業】

ライブカメラ設置

ライブカメラを設置し、本市の代表的な
観光拠点である小田原城天守閣と城址
公園内の常盤木門の映像を、市のホー
ムページや、まち歩き観光アプリケーショ
ン「小田原さんぽ」などにリンクを貼り、配
信することで、コンテンツの充実を図り、
新たな観光客需要を取り込んだ。
【交付対象事業費実績額：5,610,600円】

KPI
達成
に有
効で
あっ
た

ライブカメラのPV数につい
て、平成31年4月が
26,622、5月8,661と市のHP
でも上位にあり、新たな観
光客需要を取り込めたと考
える。

事業
の継
続

継続してライブカメラの
運用を行うとともに、その
他の観光拠点への設置
について調査し、検討し
ていく。

9
【魚ブラ
ンド化促
進事業】

魚ブランド化促進事業

小田原で漁獲される豊富な魚の価値と
可能性を内外に広く伝えることで水産業
振興を図るため、水産関係団体等ととも
に「小田原の魚」の認知度向上と消費拡
大に向けた取組みを実施した。
【交付対象事業費実績額：1,315,148円】

KPI
達成
に有
効で
あっ
た

水産地方卸売市場におけ
る地魚の取扱金額の向上
に寄与した。

事業
の継
続

事業内容を精査しなが
ら、事業については、継
続して実施していくが、
令和元年度に開業予定
の交流促進施設を小田
原の魚ブランド化・消費
拡大協議会の情報発信
拠点としていくための調
整を図っていく。

10

【小田原
みなとま
つり開催
事業】

小田原みなとまつり開催
事業

小田原漁港を中心に市民及び観光客に
広く水産業を紹介するとともに、港を海と
人とのふれあいの場として、地域漁業の
活性化を図り、さらに小田原の地魚の魅
力を発信するため、みなとまつりを8/5
（日）に開催し、50,000人の来場者となっ
た。
【交付対象事業費実績額：4,499,354円】

KPI
達成
に有
効で
あっ
た

水産地方卸売市場におけ
る地魚の取扱金額の向上
に寄与した。

事業
の継
続

事業内容を精査しなが
ら、事業については、継
続して実施していく。

地域とと
もに取り
組む回
遊性向
上事業
～来訪
が促す
地場産
業の振
興～

【観光資
源回遊
事業】
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参考資料１-

１．地域産木材の利用・普及促進事業
小田原駅の地下街「HaRuNe小田原」に
て、小田原産木材を使った遊具等を展
開したイベントを開催しながら、地域産木
材を利用した取組について広く市民等へ
周知を行った。
【交付対象事業費実績額：150,000円】

１．地域産木材の利用・普
及促進事業
駅地下街の回遊性の向上
をはじめ、子連れの親子世
代を中心に木の遊具等を
利用してもらうことで木の良
さや木材を利用することに
対する理解を深めることが
できた。

１．地域産木材の利用・
普及促進事業
地域産木材の利活用に
対する認知度を更に高
めていくため、引き続き、
普及啓発活動を実施し
ていく予定。

２．小田原地下街夕市開催事業
中心市街地である小田原地下街
「HaRuNe小田原」において、地魚直売市
を開催することにより、新鮮な地場産の
魚の消費拡大を推進するとともに、来訪
者が水産市場の賑わいを体験する機会
を創出した。（開催日数：【11月】13日間、
【12月】5日間、計18日間）
【交付対象事業費実績額：157,140円】

２．小田原地下街夕市開催
事業
水産地方卸売市場におけ
る地魚の取扱金額の向上
に寄与した。

２．小田原地下街夕市開
催事業
事業内容を精査しなが
ら、事業については、継
続して実施していく。

12

【地元特
産品の
ブランド
化推進
及び地
場産業
の自走
化支援】

小田原ブランド推進事業

１．小田原セレクション事業
　小田原地下街「HaRuNe小田原」にて選
定商品の販売会を実施して、商品のＰＲ
販売を行った。また、過去３年間で選定
された商品をまとめたパンフレットに掲載
した。作成したパンフレットは、イベントや
観光案内所等で配布した。

２．首都圏へのPR・出店事業
　小田原ブランドの確立とブランド力向上
に向けて、知名度向上、販路拡大、商品
開発力の向上を促すことを目的に、首都
圏等で物産展への出展やイベント開催
を行い、地場産品や小田原セレクション
選定商品等のＰＲを行った。
（主な事例）
・平成30年5月 寄居北條まつり
・平成30年7月 旧芝離宮恩賜庭園
・平成30年11月 八王子いちょう祭り
・平成31年2月　みなとみらい線「元町・
中華街」駅
・平成31年3月　有楽町『交通会館マル
シェ』
【交付対象事業費実績額：1,175,018円】

KPI
達成
に有
効で
あっ
た

１．小田原セレクション事業
　選定商品の販売会を行う
ことで小田原の魅力の幅
広さをPRすることができ
た。また、まとめたパンフ
レットを作成したことで、手
軽に選定された商品を見る
ことができるようになった。

２．首都圏へのPR・出店事
業
　消費者やバイヤーが多く
来場する施設や多くの来場
者があるイベント等に出店
することで、小田原ブランド
の確立とブランド力向上に
向けての活動を図ることが
できた。

事業
の継
続

１．小田原セレクション事
業は、新たに商品の選
定を行わず過去に選定
された商品のＰＲに主眼
を置いていく。

２．首都圏等で物産展へ
の出展やイベント開催は
地場産品や小田原セレ
クション選定商品等の知
名度向上、販路拡大など
を促すことを目的に行っ
ていく。

13

【地域資
源のネッ
トワーク
化に向

けたサイ
クリング
ロードの
活用】

酒匂川サイクリングロー
ド整備事業

酒匂川土手の舗装整備が完了していた
部分にサイクリングロードに、安全対策
のための通行注意喚起の路面標示の設
置を行った。

【交付対象事業費実績額：170,100円】 KPI
達成
に有
効で
あっ
た

サイクリングロードの見通し
の悪い部分へ注意喚起の
路面標示を設置したことに
より、利用者への安全対策
が向上し、地域資源のネッ
トワーク化に寄与した。 追加

等更
に発
展さ
せる

整備完了したサイクリン
グロード区間について
は、引き続き維持管理を
行っていく。
また、令和2年4月に富士
道橋から上流部を県から
移管を受けるにあたり、
下流部にも上流部と同様
に、注意喚起標示やコー
ス案内の看板設置など
の整備を行っていく。

事業
の継
続

11

【小田原
地下街
「HaRuN
e小田

原」にお
ける地場
産品の
ブラン
ディン

グ・魅力
発信事

業】

小田原地下街「HaRuNe
小田原」における地場産
品のブランディング・魅
力発信事業

KPI
達成
に有
効で
あっ
た

地域とと
もに取り
組む回
遊性向
上事業
～来訪
が促す
地場産
業の振
興～

県西地
域活性
化プロ
ジェクト
推進事
業
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14

【1市3町
の地域

資源をめ
ぐる

ウォーキ
ングイベ
ントの開

催】

城下町おだわらツー
デーマーチ開催事業

城下町おだわらツーデーマーチ実行委
員会で大会の運営準備を行い、6月1日
の第１回実行委員会、11月1日の第2回
実行委員会を経て、11月17日、18日に
小田原市・箱根町、真鶴町、湯河原町の
１市3町で第20回記念大会 城下町おだ
わらツーデーマーチを開催した。
参加者延べ人数 8,937人（実人数 6,020
人）
【交付対象事業費実績額：7,100,000円】

KPI
達成
に有
効で
あっ
た

小田原市、箱根町、真鶴
町、湯河原町等、各団体で
構成する城下町おだわら
ツーデーマーチ実行委員
会が、今後、さらなる連携
を図り、魅力的なウォーキ
ング大会を企画運営する
体制を整えていく。

事業
の継
続

第20回記念大会に引き
続き、婚活「歩婚」や未
就学児とその家族を対
象にした歩育「キッズお
城探検ウォーク」を実施
することで、幅広い層の
大会参加を促していく。
また、大会を通じて、昨
年に日本遺産に登録さ
れた箱根八里などの観
光名所をPRすることで地
域の魅力を発信する。

１．事前キャンプ受入事業
ＳＫＹプロジェクトに係る実行委員会によ
るミャンマー連邦共和国との事前キャン
プに関する協定締結や、エリトリア国の
留学生による市内マラソン大会への出
場など、協定締結国と市民との交流を
図った。
【交付対象事業費実績額：801,528円】

１．事前キャンプ受入事業
様々な国と協定を締結した
ことにより、多くの国との交
流の機会が生まれた。

１．事前キャンプ受入事
業
東京2020オリンピック・パ
ラリンピックに向け、引き
続き、協定締結国との交
流を進め、スポーツ振興
や地域の活性化につな
げていく。

２．未来のアスリート支援・育成事業
オリンピアンを招いた「小田原スポーツ
フェスタ2018」及び「バドミントンフェスティ
バル」、「卓球フェスティバル」を開催し、
多くの子供たちがスポーツを楽しんだ。
【交付対象事業費実績額：1,272,754円】

２．未来のアスリート支援・
育成事業
関係団体と協力したイベン
トを実施することで、地域を
巻き込んだ取組とすること
ができた。

２．未来のアスリート支
援・育成事業
東京2020オリンピック・パ
ラリンピックに向け、引き
続き、多くの子供たちに
スポーツ振興につながる
取組を継続していくこと
で、さらなるまちの魅力
を高めていく。

３．体力能力向上事業
体力向上指導員を、５校に対しのべ60人
派遣した。オリンピアンによる講習会・講
演会を５校、パラリンピアンによる講演会
を２校、各競技団体のトップアスリートに
よる講習会を４校で実施した。
【交付対象事業費実績額：706,000円】

３．体力能力向上事業
全国体力・運動能力、運動
習慣等調査の結果から、児
童の運動への関心が高
まっていることが確認され
たが、KPIとの関連性は不
明である。

３．体力能力向上事業
本年度及び来年度は、
各オリンピアン・パラリン
ピアンとの日程調整は難
しいことが予想されるも
のの、事業を継続してい
きたい。

４．障がい者スポーツ体験
地域の障害者事業者が親睦を目的に一
堂に会する機会を捉えて、その場に地域
総合型スポーツクラブの指導者を派遣
し、障がい者にスポーツを体験していた
だいた。
【交付対象事業費実績額：20,000円】

４．障がい者スポーツ体験
国の調査等でも障がい者
のスポーツ実施率は低いと
いう結果がでているが、各
団体と連携することで障が
い者がスポーツを実施する
機会を創出し、未病の改善
に繋げる取組を実施するこ
とが出来た。

４．障がい者スポーツ体
験
スポーツ団体と福祉団体
が一堂に会する情報交
換会や福祉団体へのス
ポーツ指導者派遣等を
行う。

５．障がい者スポーツの普及
小田原あじ・地魚まつりにおいてボッチャ
の体験会を実施したり、障害者福祉協議
会と共催で障がい者レクリエーション大
会を実施し、フロアホッケーやボッチャ体
験会を実施することで、障がい者スポー
ツの普及や障がい者への理解を深め
た。
【交付対象事業費実績額：185,680円】

５．障がい者スポーツの普
及
多くの人が集まるイベント
に出展を重ねたことで、
様々な方に障がい者ス
ポーツの認知を広げること
ができた。

５．障がい者スポーツの
普及
東京2020オリンピック・パ
ラリンピックに向け、引き
続き、多くの市民に障が
い者スポーツの認知を広
げ、さらなるまちの魅力
を高めていく。

16

【農と結
びついた
暮らしの
提案プロ
ジェクト】

地域農業活性化事業

就農のために研修中の者に対して家賃
補助（２名）、農地の賃貸借料の補助（１
名）を行った。
60歳以上の市民を雇用する先進農家２
名に対し、賃金の一部を補助した。
【交付対象事業費実績額：530,000円】

KPI
達成
に有
効で
あっ
た

就農前の経済的に不安定
な状況を事業活用すること
で、経済的負担の軽減を図
りながら本市での就農につ
なげることができた。
また、担い手のいない農地
を定年退職した者に新たに
借りてもらうことで、農地を
維持する支援ができた。

事業
内容
の見
直し
（改
善）

引き続き事業の周知及
び普及に努め、補助を
行っていく予定である
が、より活用しやすい事
業となるよう対象者や事
業内容の見直しを検討し
ていきたい。

15

【スポー
ツ振興を
通じた
様々な
垣根を
越えた
「交流」

の創出と
地域活
性化】

東京オリンピック・パラリ
ンピック等関連事業

ＫＰＩ
達成
に有
効で
あっ
た

事業
の継
続

障がい者スポーツ振興

KPI
達成
に有
効で
あっ
た

事業
の継
続

県西地
域活性
化プロ
ジェクト
推進事
業
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17

県西地
域活性
化プロ
ジェクト
推進事
業

【未病の
「見える
化」を図
る拠点を
活用した
ライフス
タイル見
直しの動
機付け】

健康増進計画推進事業

小田原食品衛生協会と業務委託契約を
締結し、市内の飲食店からメニューを募
り、栄養士が監修して適塩メニューや野
菜たっぷりメニューを実際に食べること
ができる「健康おだわらイイ塩梅（あんべ
え）ＭＡＰ」を作成した。広く周知するため
のイベントを行い、健康情報の発信など
を行った。
また、「未病を改善する」県の取組と連携
し、市民の健康づくりに役立てるため、市
役所に未病センターを開設し、血圧・血
管年齢・脳年齢・骨健康度の測定機器を
設置した。
県西地域大学連携事業として、小田原
短期大学と連携し、減塩の取組を推進し
ている。H30年度は、大学が考案した食
育スゴロクに脳血管疾患の普及啓発を
盛り込んだ。
【交付対象事業費実績額：1,246,000円】

KPI
達成
に有
効で
あっ
た

食品衛生協会に業務委託
をすることで、民間の飲食
店に減塩や適塩の取組を
広げることができた。
未病については、常設する
ことで健康に関する情報発
信や普及啓発を行うことが
でき、市民の健康意識の高
揚に効果的である。また、
県の取組と連動すること
で、市単独で行うよりも幅
広い取組を行うことができ
ている。
大学連携事業は、これまで
関連が少なかった大学生と
連携することで、若い世代
に本市の健康課題を提起
することができ、学生の視
点で取組を行うことができ
た。

事業
の継
続

適塩メニューの継続を希
望している店舗を支援す
ることで、市民の健康づ
くりを後押しする。
未病センターは、イベント
等を通じて市民に広く周
知し、利用者の拡大につ
なげる。

18

交流・体
感を通じ
た移住
促進事
業
～先輩
移住者と
育む住
みたいま
ちづくり
～

【交流・
体感を

通じた移
住促進
事業】

移住体感事業

・小田原のまちの全体像や暮らしの魅力
を伝えるガイドブックの製作や、移住関
連雑誌等に移住促進に繋がる記事の掲
載などを行った。
・先輩移住者をはじめとする移住サポー
ターとともにミッション型の移住体感イベ
ントを実施するとともに、オーダーメイド
型の個別ガイドを行った。
【交付対象事業費実績額：6,780,200円】

KPI
達成
に有
効で
あっ
た

・小田原の魅力を知るとこ
ろから移住に至るまでのプ
ロセスの要所で、情報の発
信や体感機会の提供など
により、一定の訴求ができ
た。

事業
の継
続

・雑誌等への移住促進記
事の掲載や体感イベン
ト、個別ガイドなどを実施
し、情報の発信や体感機
会の提供を継続的に行
う。
・それとともに、スカウト
型マッチングWEBサービ
スやふるさと暮らし情報
センター（東京）を利用
し、移住に向けたきっか
けづくりや後押しを行う。

19

【歴史的
建造物
民間利

活用コー
ディネー
ト事業】

歴史的建造物利活用エ
リアコーディネート

城下町・宿場町ならではの歴史的・文化
的資源を磨き上げ、箱根板橋駅・南町周
辺への誘客を促進すると共に、小田原
漁港方面までの回遊性を創出すること
で、賑わいと交流を兼ね備えたコンパク
トシティを実現させるため、 「板橋旧街道
周辺」「西海子小路周辺」「かまぼこ通り
周辺」の３地区について、まちづくりの方
針や、公民連携の推進体制を整理する
とともに、歴史的建造物の利活用方針と
基本的な運営スキーム等について検討
し、歴史的建造物利活用エリアコーディ
ネート調査を実施した。
【交付対象事業費実績額：9,990,000円】

KPI
達成
に有
効で
あっ
た

各地区の歴史的・文化的な
特徴を捉え、それぞれの魅
力を生かしたまちづくりの
方向性を明確にし、必要な
取組や基本的な考え方を
整理したことで、回遊性の
向上に向けて具体的に検
討していく準備を整えること
ができた。

事業
の継
続

平成30年度に実施した
歴史的建造物エリアコー
ディネート調査に基づ
き、民有物件を含む歴史
的建造物について、地元
関係者及び民間事業者
等へのヒアリング調査を
行い、活用に係る課題等
を抽出した上で、施設の
運営・管理に係る具体的
な事業スキームを盛り込
んだ「歴史的建造物利活
用計画」を策定する。

20

【歴史的
建造物
民間利

活用コー
ディネー
ト事業】

豊島邸利活用コーディ
ネート

公有物件の豊島邸については、民間事
業者による利活用に向けて、活用のアイ
デア募集、市内視察を含めた現地案内
会等を踏まえ、利活用事業者の公募を
実施した。

【交付金対象事業費実績額：4,104,000
円】

KPI
達成
に有
効で
あっ
た

アイデア募集などを通じ
て、歴史的建造物の利活
用に係る民間事業者等の
考え方や課題を改めて把
握するとともに、利活用に
関心のある民間事業者と
の繋がりを構築することが
できた。

事業
の継
続

耐震等改修工事を実施
し、歴史的建造物として
重要な趣を保ちつつ、賃
貸借物件としての環境を
整えることで、利活用事
業者等の事業検討を促
進させる。

歴史的
資源を
通じた賑
わいと交
流のコン
パクトシ
ティ形成
事業

5
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21

【歴史的
建造物
民間利

活用コー
ディネー
ト事業】

案内サイン適正配置等
検討委託料

東京オリンピック・パラリンピックなど大
規模なイベントによる更なる来訪者の増
加等が見込まれる状況に鑑み、回遊性
の向上や、来訪者にとって、ホスピタリ
ティのある案内を行うため、案内サイン
の配置状況、表示内容の検証・評価に
基づき、適正配置について検討を実施し
た。
【交付対象事業費実績額：2,916,000円】

KPI
達成
に有
効で
あっ
た

小田原城への本市におけ
るゴールデンルートだけで
はなく、観光スポットとして
の潜在的なポテンシャルを
有する歴史的建造物につ
いては、訪日外国人旅行
客に対して、テーマやス
トーリー性をもった周遊
ルートの形成促進に寄与し
ている。

事業
の継
続

平成30年度の調査結果
を踏まえ、令和元年度に
は、令和2年度の案内サ
インの整備に向けた役割
分担を明確にするととも
に、最終調整を関係部署
と連携して行う。
また、当該調査結果に基
づき、今後も継続して、
主体となる部署におい
て、案内サインの適正な
配置に係る検討・整備等
を行う。

22

【歴史ま
ちづくり
地域連
携推進
事業】

内野醤油店活用等支援
事業

地元住民等と組織した板橋まちなみファ
クトリー内野邸プロジェクト実行委員会に
対して負担金を支出した。実行委員会で
は、地元住民を中心にしたボランティアと
の協働により建物の公開、貸室、催事の
実施等を継続した。公開日：46日間、入
館者総数780人／貸室35件66日間／主
催イベント等7件、参加者342人。また、
喫茶・武功庵を本格的に始動し、21日間
営業、495人の来場があった。
【交付対象事業費実績額：1,500,000円】

KPI
達成
に有
効で
あっ
た

松永記念館、皆春荘等近
隣施設と周知面による連携
を進めることができた。
実行委員会を組織している
地元住民の高齢化等によ
りボランティアの確保が難
しく、定期的な公開につい
て課題があり、苦慮してい
る。

事業
内容
の見
直し
（改
善）

平成30年度に策定され
た歴史的建造物活用エ
リアコーディネートプラン
に基づき、個別的な利活
用方針を所有者や地元
住民等と共に検討してい
く。

23

【職人育
成研修
等推進
事業】

職人育成研修等推進事
業

NPO法人おだわら名工舎への委託によ
り、大工技術に関する研修として、南町
の清閑亭（登録有形文化財）の雨戸修
繕、旧松本剛吉別邸（歴史的風致形成
建造物）の正門改修、旧岸田國士邸板
塀の改修、板橋の皆春荘（歴史的風致
形成建造物）の玄関式台等の修繕を実
施した。
【交付金対象事業費：2,991,600円】

KPI
達成
に有
効で
あっ
た

事業対象エリア内の歴史
的建造物を教材とし、機能
整備・改善、来訪者の安全
確保、景観修景など、その
円滑な公開・活用に資する
修繕等を行った。

事業
の継
続

単一の物件のみではな
く、連担する複数物件を
教材とした修景等の研修
を企画・実施することに
より、線的な街並景観の
向上も図っていく。

24

【地域の
なりわ
い・まち
なか再
生支援
事業】

空き家・空き店舗利活用
事業

銀座・竹の花通り周辺地区及びかまぼこ
通り周辺地区を対象に、59件の物件を
調査し、所有者にヒアリングした上で、利
活用候補物件として、銀座・竹の花通り
周辺地区は2件、かまぼこ通り周辺地区
は9件の計11件を洗い出した。
【交付金対象事業費：5,000,000円】

KPI
達成
に有
効で
あっ
た

地区の課題である空き家・
空き店舗の解消に向け、利
活用事業者とのマッチング
に進める具体的な物件を
特定することができた。

事業
の継
続

地区の賑わいの創出や
定住・交流人口の増加等
に資する地元協議会の
取組が公民連携により
効果的に行われるよう空
き家・空き店舗の活用に
係る費用、利活用事業
者とのマッチングに向け
た支援をしていくことで、
地区住民が主体となった
まちづくりへの展開を
図っていく。

25

アフ
ター・トワ
イライト
の磨き上
げを起点
とするイ
ンバウン
ド推進事
業

【地魚の
商品開
発・普及
事業】

地魚の商品開発・普及
事業

水産や観光関係者、行政などと行ってき
た「食による観光振興のためのワーク
ショップ」では、小田原の新鮮な地魚を
PRするため、新たなご当地食品の検討
が必要との結果となったことから、来訪
者のニーズ調査や専門家からのアドバ
イスを受けながら、ご当地食品を開発す
ることを目的に、地域水産資源を活用し
た地域産品の「魚のブランド化」の事業
展開の調査、実証実験（実店舗とWEB店
舗の販売）、商品開発（地魚の瓶詰）を
行うとともに、WEB記事と動画による情
報発信を行った。
【交付対象事業費実績額：5,000,000円】

KPI
達成
に有
効で
あっ
た

漁師の魚ブランド化事業に
関するビジネスモデルの策
定及び地魚を活用した商
品開発を行い次年度への
販売に向けて事業が進ん
だ。また、WEB動画も作成
され、情報発信を行ってお
り、事業が進んでいる。 事業

の継
続

実際に販売を開始し、安
定的な収益事業を目指
すとともに、「魚のブラン
ド化」と地域の活性化を
目指す。

歴史的
資源を
通じた賑
わいと交
流のコン
パクトシ
ティ形成
事業
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26
【接遇強
化事業】

接遇強化事業

増加傾向にある外国人来訪者の満足度
を上げるため、外国語の看板メニューな
どを整備する市内飲食店などに対して支
援。
外国語表記のパンフレットやメニューな
どの作成及び接遇用の翻訳機購入に対
する支援。また、SNSによる集客強化支
援として、SNSを活用するための研修
会・ワークショップを開催し、外国人旅行
客への対応態勢の構築を推進した。
【交付対象事業費実績額：2,000,000円】

KPI
達成
に有
効で
あっ
た

外国語表記のパンフレット
やメニューなどの作成及び
接遇用の翻訳機購入に対
する支援を23事業者向け
に行った。また、SNSによる
集客強化支援として、SNS
を活用するための研修会・
ワークショップを8事業者に
行い、外国人旅行客への
受入体制の強化を行った。

事業
の継
続

引き続き、市内事業者へ
の支援を行うとともに、ガ
イド養成など回遊性向上
の事業を展開し、更なる
外国人旅行客への対応
態勢の構築を推進する。

27

【ＤＭＣ
立上げ
準備事

業】

ＤＭＣ立上げ準備事業

地域DMOの組織である（一社）小田原市
観光協会の下に、インバウンドをはじめ
とする各観光振興施策を行うDMC組織
を新たに立ち上げるための準備として、
観光振興の推進体制の更なる強化を図
るとともに、各事業の成果をより確かなも
のとする設立に向けた事業展開の調
査、旅行商品や体験プログラムの調査
及び企画準備、サイトのテスト運用を開
始した。
【交付対象事業費実績額：5,000,000円】

KPI
達成
に有
効で
あっ
た

インバウンドをはじめとする
各観光振興施策を行う
DMC組織の立ち上げの準
備（令和元年5月設立）が
整ったとともに、旅行商品
や体験プログラムの調査及
び企画準備及びサイトのテ
スト運用を開始した。

事業
の継
続

インバウンドをはじめと
する各観光振興施策を
行うDMC組織を立ち上げ
るとともに、機能強化の
支援を行う。

28
官民協働によるまちづく
り担い手育成事業

様々な分野で活動する担い手を育成す
ることを目的とした、地域資源を活用した
長期的・体系的な学びの場「おだわら市
民学校」開校
○基礎課程：おだわら学講座実施
8/25～3/9、全12回連続講座、55人受講
○活動団体向け講座：人づくり課題解決
ゼミ実施
11/13～2/19、全4回連続講座、36人受
講
○専門課程全8分野のカリキュラム構築
【交付対象事業費実績額：484,770円】

KPI
達成
に有
効で
あっ
た

本事業が本格的に開始し
たことにより、人材育成事
業での講座受講者数増加
に繋がっている。

事業
の継
続

・新たに専門課程8分野
開講
・事業認知度の向上
・実践活動へ繫げるため
の仕組みづくり

29
プロダクティブエイジン
グの推進

シニアと活動をつなげる恒常的な登録制
度「シニアバンク」を運営するとともに、国
が推進する「生涯現役促進地域連携事
業」の採択を受け、高年齢者の雇用・就
業機会の確保に資する各種支援メ
ニュー（生涯現役ニーズ調査、意識啓発
セミナー、事業所訪問、事業主啓発セミ
ナー、セカンドライフ応援窓口セミナー、
セカンドライフ応援窓口）を実施した。
【交付対象事業費実績額：125,000円】

KPI
達成
に有
効で
あっ
た

シニアバンク及び生涯現役
促進地域連携事業の各種
支援メニューの実施によ
り、シニアと就業等とのマッ
チングやシニアの雇用先の
開拓などにつながり、生産
年齢者層が減少する中、
働き手として社会を支える
高齢者の就労促進に寄与
した。

事業
の継
続

プラットフォームとなる
「シニアバンク」と「生涯
現役地域連携事業」の各
種支援メニューを引き続
き取り組むとともにシニ
アの新たな活動領域を
模索する。

30 エコツーリズムの実施

環境省モデル事業における文教大学と
のエコツーリズムに関する共同研究と連
携して事業を実施した。年度末にはモニ
ターツアーを実施し、市内関係者や市外
の学生が参加した。
【交付対象事業費実績額：1,000円】

KPI
達成
に有
効で
あっ
た

試験的なモニターツアーの
みの実施となったが、市外
からの参加者もあり、交流
人口拡大に関するきっかけ
の創出、また今後の課題を
抽出した。

事業
の継
続

文教大学との連携の中
で事業を実施する。平成
30年度の課題を踏まえ、
ツアーのブラッシュアップ
及び新規ツアーコースを
企画する。

31
新たな担い手による耕
作放棄地化予防対策事
業

5人の地域農業者に地域農業の現状や
課題について聞き取りを行い、全8回の
援農者育成講座を終了した（のべ145人
が参加）。また、講座参加者のうち11人
が、実際に耕作放棄地（約17ａ）の開墾・
整備に従事している。
【交付対象事業費実績額：2,384,920円】

KPI
達成
に有
効で
あっ
た

農業者に対する作業支援
（援農）を行うとともに、非
農業者が耕作されなくなっ
て間もない農地の整備を行
うなど一定の効果を得るこ
とができた。

事業
の継
続

現在実施している地域に
加え、新たに耕作放棄地
の多い地域で事業を実
施する予定である。

アフ
ター・トワ
イライト
の磨き上
げを起点
とするイ
ンバウン
ド推進事
業

【知る・
学ぶ場
の提供

による担
い手の
育成】

多様な
分野で
活躍する
地方創
生推進
人材の
育成・活
躍促進
事業

7



事業
の

評価
評価の理由

今後
の

方針
今後の展開内容

今後の展開について

平成30年度　地方創生関連交付金事業の個別評価結果

Ｎo

交付対
象事業
の名称

事業における実施項目
交付金を活用して

H30年度に実施した詳細内容

有識者等からの評価

参考資料１-

32
健康おだわら普及員事
業

市内26地区から約80人推薦してもらい、
普及員に委嘱して健康づくりの取組の担
い手としている。各地域での健康づくり
の取組として、運動教室や栄養教室、医
師の講演会等を行っている。
【交付対象事業費実績額：1,387,012円】

KPI
達成
に有
効で
あっ
た

地域で活躍する市民ボラン
ティアが、市が推進する「脳
血管疾患予防」の取組に連
動することで、身近な地域
で健康づくりに取り組むこと
ができる。 事業

の継
続

引き続き普及員事業を
継続し、身近な地域での
健康づくりを推進してい
く。

１．地域の見守り拠点づくり事業
地域総ぐるみで子どもを見守り育てると
いうスクールコミュニティの理念のもと、９
地区において、子どもたちの安全確保と
健全育成を図るため、地域にある空間
（学校、地区公民館など）を活かして体
験学習の機会を提供し、子どもたちの居
場所の基礎づくりを行った。
【交付対象事業実績額：520,000円】

１．地域の見守り拠点づくり
事業
新たに２つの地区に見守り
拠点を立ち上げ、子どもた
ちが安全・安心に過ごせる
豊かな育ちの場の形成に
つながった。

１．地域の見守り拠点づ
くり事業
活動している９地区にお
いては、引き続き、支援
を継続していくとともに、
地域との調整を進めな
がら、新たな見守り拠点
の設置に努めていく。

２．指導者養成研修派遣事業
〇指導者養成研修
高校生から成人を対象に、青少年指導
者として必要となる実践的な研修「おだ
わら自然楽校」を実施し、指導者の発掘
及び資質向上を図り、地域や学校、青少
年団体などで青少年健全育成の担い手
として継続的に活躍できる人材を養成す
る研修を行った。
研修回数　8回
延べ参加者数　151名
受講者数（名簿登録者）　69名（男：45名
女：24名）

〇指導者派遣
小学校が実施する体験学習に、指導者
を派遣し、多くの子ども達が感動や体験
が得られる機会を提供した。
宿泊体験学習派遣実施校　10校
参加児童数　707名
クラブ活動派遣実施校　5回（3校）
参加児童数　141名
派遣指導者総数　69名
【交付対象事業実績額：919,302円】

２．指導者養成研修派遣事
業
〇指導者養成研修
年間を通じ、実践的な研修
「おだわら自然楽校」を実
施することで、青少年健全
育成の担い手として継続的
に活躍できる人材の養成
に寄与することができた。

〇指導者派遣
小学校が実施する体験学
習に、指導者を派遣するこ
とにより、世代間交流を図
りながら、様々な体験の機
会を提供することができ
た。

２．指導者養成研修派遣
事業
〇指導者養成研修
〇指導者派遣
今後も、養成研修事業の
内容の充実に努めて、指
導者として素養を高めて
いくとともに、小学校が実
施する体験学習への派
遣等、実践の場の提供
を継続していくことで、新
規指導者の確保につな
げていく。

34
地域コミュニティ推進事
業

自治会連合会区域ごとにある地域コミュ
ニティ組織が地域内の課題解決に取り
組む活動の促進を図った。
また、地域住民を対象に地域活動の共
通の課題である「担い手不足」につい
て、その見つけ方や育て方を学び、地域
コミュニティ組織の活動が活性化するた
めの講座や先進事例の視察研修を行っ
た。
【交付対象事業費実績額：3,801,994円】

KPI
達成
に有
効で
あっ
た

各地域コミュニティ組織の
分科会化が進み、各分野
に特化して取り組めること
で、より効率的に課題解決
に向けた活動が進められ
ている。担い手育成・発掘
（地域の居場所づくり事業
含む）に関しては計４回の
研修等を実施し、４地区
（新玉、万年、上府中、橘
北）で地域の居場所が開設
された。

事業
の継
続

地域コミュニティ組織の
活動が更に活性化して
いくために、地域活動の
負担軽減、担い手の確
保、活動の場及び活動
拠点の確保をしていくた
めの取組を進めていく。
また、事務局設置の拡大
等の課題に向けた検討・
検証を進める。

33

多様な
分野で
活躍する
地方創
生推進
人材の
育成・活
躍促進
事業

【知る・
学ぶ場
の提供

による担
い手の
育成】

地域の見守り拠点づくり
や指導者養成研修・派
遣を通じた子育て環境
の充実

KPI
達成
に有
効で
あっ
た

追加
等更
に発
展さ
せる
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１ 小田原市の行財政改革について 

（１）行財政改革の取組及び報告について 

 本市では、「第２次小田原市行政改革指針」に基づく具体的な取組をまとめた「第２次行政改革実行計

画」を中心に行財政改革に取り組んでいます。当該計画は平成 29 年度から令和４年度までに取り組む内

容をまとめたものですが、更なる行財政改革を進めていくためには、既存の取組のみならず、不断の事務

事業見直しを進めていく必要があります。それら全ての行財政改革の取組実績を報告するものです。 

 

（２）行財政改革の考え方と実績報告の対象 

以下に掲げる視点に基づき、行政サービスの質の向上を目的とした「質の改革」と持続可能な行財政

運営のための「量の改革」を進めてまいります。このうち、視点３－１「歳入確保の取組」及び３－２

「歳出抑制の取組」以外の「質の改革」に重きを置いた取組においては、中長期的な視点を持って取り

組んでいくものであることから、計画期間の中間及び最終報告時にこれらを含めた全体の報告を行いま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【視点・推進項目】 

視視 点 ２ 

市民ニーズに即応した効率的で効果的な行財政運営の推進 

（１）市民の視点に立った行政サービスの提供 

（２）分権時代の人材育成と組織機構の構築 

（３）公正で透明性の高い行財政運営の推進 

（４）行政評価システムの再構築 

（１）歳入確保の取組 

（２）歳出抑制の取組 

（３）都市の魅力の向上の取組 

将
来
を
見
据
え
た
行
財
政
運
営
の
推
進 

～
持
続
可
能
な
行
財
政
運
営
の
確
立
“
量
の
改
革
” 

 
 

 
 

 
 

 
 

市
民
ニ
ー
ズ
に
即
応
し
た
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
確
立
“
質
の
改
革
”
～ 

【目標】 

視視 点 ３ 

持続可能な財政基盤の確立 

視視 点 １ 

市民との共創による地域経営の推進 

（１）民間活力の活用 

（２）市民参画型社会の推進 

毎年度報告 

中

間

及

び

最

終

報

告

時

に

全

体

を

報

告 
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（３）財政効果額について 

 平成 30 年度に実施した行財政改革の取組による財政効果額の実績は次のとおりです。 

 

【一般会計】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【特別会計及び企業会計】（補足） 

 

財政効果額 ２０，１２１千円（うち事業費ベース：１０，８９４千円、人件費ベース９，２２７千円） 

 

参考（財政効果額の考え方） 

① 事業費ベース：広告収入の確保や委託料削減等の取組を実施することによって、取組前と比較した

場合にどの程度の歳入増加や歳出抑制に繋がったかを効果額として表しています。なお、取組の実

施に際し、必要となる経費はこの効果額から差し引くこととしています。 

② 人件費ベース：事務の効率化や組織の見直しなどによる人工の減を一定の基準に基づいて金銭換算

し、効果額として表しています。 

 

 これらを合算したものを全体の「財政効果額」として表しているものであり、平成 29年度から令和 

４年度までの６年間の効果額の累積が 14.5 億円となるよう行財政改革に取り組んでいくものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財政効果額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５０，５２１千円 

 うち事業費ベース・・・・・・・・・・・２２，５２５千円 

 うち人件費ベース・・・・・・・・・・・２７，９９６千円 
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2 個別の取組実績 

※効果額は全て千円単位です。 

 

【歳入の確保】 

１．市有財産の有効活用 

 

 

２．広告収入の確保 

 

 

３．受益者負担の適正化 

 

 

 

事業費
ベース

人件費
ベース

1

企

画

政

策

課

教

育

総

務

課

旧片浦中学校
の活用

平成22年の閉校以後、旧片浦中学校施設の活用について公共目的及び民
間活用について検討してきたが、民間事業者から学校施設としての利用
の提案を受け、平成30年４月からの開校に向け調整を図った。
これまで施設を地域利用に供するため、年4,500千円（平成27年度決算）
の維持管理費を要してきたが、普通財産の貸付による賃借料収入を財源
として維持修繕料を確保することができた。 5,288 4,500 788 15,503 一般会計

2

文
化
財
課

文化財整理室
における自動
販売機の設置
による財源確
保

文化財整理室の敷地の一部を飲料用自動販売機の設置用地として貸し出
すため、平成29年度から設置場所や電気の取込方法等について調整をし
てきたが、平成30年８月に設置者が決定し、同年10月から自動販売機を
設置した。

10 10 0 90 一般会計

H30
財政

効果額

内訳 ６年間
財政

効果額
見込み

会計
種別NO 所属 取組名 取組実績

事業費
ベース

人件費
ベース

1

み
ど
り
公
園
課

小田原球場等
への広告物の
設置許可制度
の導入

都市公園内における広告物の設置は、小田原市都市公園条例で禁止して
いたが、集客のある公園のうち、風致の維持に著しく悪影響を及ぼさな
い、上府中公園内の小田原球場及び上府中スポーツ広場のフェンス内側
への設置に限り許容するための条例改正を行った。
また、使用料は、道路占用条例の額を使用し、460円／㎡・月とした。 0 0 0 950 一般会計

H30
財政

効果額

内訳 ６年間
財政

効果額
見込み

会計
種別NO 所属 取組名 取組実績

事業費
ベース

人件費
ベース

1

み
ど
り
公
園
課

わんぱくらん
どの駐車料金
の値上げ

わんぱくらんどの駐車料金は現在、市民・市民以外とも同額であるが、
受益者負担の適正化を図るため、市民以外の駐車料金を値上げ（普通車
510円→1,000円など）した。
なお、この増収益は、わんぱくらんど利用者の快適性等の向上に資する
施設整備費に充てて還元している。 9,759 9,759 0 49,759 一般会計

H30
財政

効果額

内訳 ６年間
財政

効果額
見込み

会計
種別NO 所属 取組名 取組実績
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４．その他歳入の増に係る取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業費
ベース

人件費
ベース

1

み
ど
り
公
園
課

花づくり講習
会参加者への
材料費の徴収

本市のみどりの担い手を育成するため、一般市民を対象に、毎年２回、
花づくり講習会を無料で実施しているが、平成30年度から、資材費（専
用の土、種まきトレー、種、肥料等）相当分の参加費を徴収することと
した。

46 46 0 245 一般会計

2
建
築
課

市営住宅にお
ける滞納整理
業務の強化の
検討

住宅施設の老朽化に伴い、市営住宅全体の入居率は低下するなど、歳入
確保の面で厳しい状況にある中、滞納者への早期アプローチ及び生活相
談も含めた納入指導の徹底等市営住宅の住宅使用料及び駐車場使用料の
滞納整理業務を強化し、歳入確保に努めた。結果、平成30年度決算で
は、募集を継続している住宅の現年度住宅使用料等収納率を97.37％まで
引き上げることができ、一定の歳入確保に繋がった。

601 601 0 3,005 一般会計

H30
財政

効果額

内訳 ６年間
財政

効果額
見込み

会計
種別NO 所属 取組名 取組実績
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【歳出の削減】 

１．サービスの見直し 

 
 

２．イベント・啓発事業の見直し 

 

 

 

 

事業費
ベース

人件費
ベース

1

情
報
シ
ス
テ
ム
課

インターネッ
ト安全教室事
業の見直し

市民を対象に、ＮＰＯ法人と共催で、インターネット安全教室を開催し
ているが、民間事業者においても同様のサービスが提供されているた
め、事業を廃止した。

394 0 394 1,970 一般会計

2

市
税
総
務
課

市税口座振替
推進事業の見
直し

市税の納期内納付を推進するため、金融機関が窓口において市税の納付
を口座振替とするよう納税者を勧誘し、申込み１件につき100円を手数料
として金融機関に支払うことを内容として平成17年度から開始した。し
かしながら事業開始から10年以上が経過し、平成25年度から開始した納
税通知書同封の口座振替申込用はがきによる申込みが多くを占めるとと
もに、金融機関での申込みが半減していることから平成29年度をもって
廃止することとした。これにより、従来要していた金融機関への取扱手
数料と担当事務分の人件費が削減できた。

495 101 394 2,475 一般会計

3

健
康
づ
く
り
課

健康相談事業
の一部見直し

すこやか健康相談は、月に１回、本人の健康状態に合わせ、保健師・栄
養士による個別の保健指導を実施しているが、近年利用者が減少してい
る。
平成29年８月から、市役所２階に開設した「すこやか健康コーナー（未
病センターおだわら）において、月２回の保健師又は栄養士による健康
相談を実施したことや、保健センターでは随時、健康相談を受け付けて
いることから、すこやか健康相談を廃止した。

1,188 5 1,183 5,940 一般会計

4
給
水
課

宅地内漏水調
査業務の見直
し

宅地内の漏水調査業務は、お客様サービスの一環として水道局の負担で
行ってきた。しかし、県内では、宅地内の漏水調査を水道事業体の負担
で行っているのは、本市のみとなっている。
また、平成28年10月1日より水道局が行うことができる漏水修理の範囲を
公道部に加え、水道メーターまで拡大し、お客様サービスを向上させ
た。
このため、漏水修理範囲と漏水調査範囲との整合を図ることが望ましい
との判断により、平成30年10月1日から、お客様の漏水修理範囲について
は、水道局負担による漏水調査は実施しないこととした。これにより、
宅地内の漏水調査委託費が削減された。

948 791 157 8,399 企業会計

NO 所属 取組名 取組実績
H30
財政

効果額

内訳 ６年間
財政

効果額
見込み

会計
種別

事業費
ベース

人件費
ベース

1

地
域
安
全
課

関係団体との
連携による防
犯啓発事業の
見直し

市民提案型事業から委託事業に移行したものであり、市内小中学校、自
治会、老人クラブなどを対象に防犯に係る講習会を開催する事業であ
る。
本事業については、警察においても地域等からの依頼により、防犯教室
を開催するなど、類似の事業があることから、事業者の自主事業とし、
廃止した。

2,075 103 1,972 10,375 一般会計

NO 所属 取組名 取組実績
H30
財政

効果額

内訳 ６年間
財政

効果額
見込み

会計
種別



6 

 

 

 

３．組織運営・事務執行の合理化 

 

事業費
ベース

人件費
ベース

2

防
災
対
策
課

地域防災の日
防災行政無線
放送事業の啓
発終了

毎月、第一日曜日の地域防災の日に合わせて、防災行政無線で市民に対
し啓発放送を行っているが、定例的なものになってしまっており、実際
に市民の行動につながっていないと考えられる事や、市民から放送自体
が騒音であるとの苦情もあることから、防災行政無線での啓発放送は終
了とした。 394 0 394 1,970 一般会計

3
農
政
課

一夜城春まつ
り・秋まつり
への参画の見
直し

従来は「一夜城ヨロイヅカファーム春まつり、秋まつり」において、打
合せからまつり当日まで数名の職員がスタッフとして参加してきたが、
平成30年度からは「一夜城ヨロイヅカファーム秋まつり」に一本化し、
当日のみ職員１名が対応を行うよう業務負荷の軽減を図った。

1,183 0 1,183 6,055 一般会計

4
農
政
課

小田原・十郎
梅ブランド向
上協議会と小
田原梅品評会
の統合

平成30年度からは、小田原・十郎梅ブランド向上協議会と、小田原梅品
評会運営委員会の２団体を統合し、梅関係者を一堂に会してより効果的
な事業運営を行うよう体制を改善した。今後も農業者、県、ＪＡととも
に、一元的なブランド振興を行っていく。

2,032 60 1,972 10,160 一般会計

5

下
水
道
総
務
課

小田原市排水
設備指定工事
店表彰制度の
見直し

当該表彰制度は、本市排水設備指定工事店（以下「指定工事店」とい
う。）のうち、その模範となると認められる指定工事店を表彰し、公表
することにより、本市全体の指定工事店の健全な育成及び水洗化の促進
を図るため、平成19年度に開始し平成29年度で11回目を迎えている。
しかしながら、最近では表彰対象の指定工事店は同じ業者が多くなって
きており、表彰制度の意義が薄れてきていることから、所期の目的は達
成したものと思われ、また、他の類似団体では表彰制度を実施していな
いこと等を踏まえ、平成30年度から表彰制度を廃止した。

399 5 394 1,995 企業会計

NO 所属 取組名 取組実績
H30
財政

効果額

内訳 ６年間
財政

効果額
見込み

会計
種別

事業費
ベース

人件費
ベース

1

企
画
政
策
課

富士箱根伊豆
交流圏市町村
ネットワーク
会議の会長職
に係る見直し

神奈川県内からは県西地域２市８町が加盟しているが、神奈川県選出の
役員（正副会長）は、平成13年度の設立以来、本市のみが担っている状
況について、本市の人的負担の軽減や相互にメリットのある広域連携を
志向する観点から改善が必要となっている。
従前どおりであれば、平成30・令和元年度の会長職は本市が会長職を務
めることとなるが、本市以外の県内加盟市町（県西地域1市8町）に会長
職就任を打診し、応諾を得たことで大幅な事務負荷軽減につながった。

6,310 0 6,310 13,408 一般会計

2

企
画
政
策
課
ほ
か

企画部所管事
務の見直しに
よる全庁的な
負担の軽減

全庁的に影響する事務を多く所管している企画部の事務を見直し、全庁
的な負担軽減を図ることとした。具体的には、年度末における類似照会
の一元化、申請書式等の簡素化・統合や年度末における職員の事務分掌
に係る把握方法の見直しを行った。

1,972 0 1,972 9,860 一般会計

NO 所属 取組名 取組実績
H30
財政

効果額

内訳 ６年間
財政

効果額
見込み

会計
種別
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事業費
ベース

人件費
ベース

3
職
員
課

職員住居手当
の見直し

職員の住居手当については、国公準拠として平成30年度に次のように条
例等を改定し、令和元年度から施行することとした。

賃貸：30千円⇒27千円（△３千円）
持家：５千円⇒廃止　（△５千円）

財政効果額：66,774千円/年

0 0 0 267,096 一般会計

4

情
報
シ
ス
テ
ム
課

認証システ
ム、監視シス
テム及び
LGWAN－FWの
賃借料の縮減

セキュリティ強化のために個人番号利用事務系の端末の認証に使用して
いた二要素認証システム、本市のネットワークの接続状況等を確認する
ためのネットワーク監視システム及び行政専用のネットワークの接続に
必要なネットワーク機器（LGWAN-FW）の更新に当たり、１つの契約案件
にまとめるとともに、プロポーザル方式の採用によって、最適なシステ
ムの選定及び賃借料の縮減を図った。

945 945 0 8,505 一般会計

5
財
政
課

予算科目の細
分化による決
算事務の軽
減・簡素化

平成30年度当初予算編成より、予算科目（節）を、決算統計や財務諸表
作成要領に合わせて予め細分化した。これにより、決算時にはシステム
上で集計作業を行うことが可能となり、所管課からの様式の提出及び財
政課の集計作業の簡素化を図ることが出来た。

0 0 0 14,196 一般会計

6

文
化
政
策
課

芸術文化活動
専門員の見直
し

芸術文化の振興及び文化施設の管理運営等について、より実践的で高度
な専門知識による指導助言と、これら業務を円滑に実施するため、芸術
文化活動専門員を平成28年４月から設置しているが、文化創造活動担い
手育成事業（アウトリーチ事業、鑑賞事業等）等の実施に一定の目途が
立ったため、当専門員の委嘱について見直しを行った。 302 302 0 14,794 一般会計

7

文
化
財
課

文化財保護委
員会千代部会
の見直し

小田原市文化財保護委員会の専門部会として、平成17年度に「千代部
会」を設置して千代寺院跡について具体的な調査・研究を行ってきた
が、平成28年度に研究成果をまとめた報告書を刊行するとともに、翌平
成29年度に遺跡調査発表会を開催したことで、部会の役目を果たしたこ
とから、平成29年度をもって廃止することとした。 812 24 788 4,060 一般会計

8

高
齢
介
護
課

介護保険窓口
業務における
委託化等によ
る職員配置の
見直し

介護保険の窓口における受付業務については、現在職員で対応している
が、業務内容の一部を見直し、臨時職員を新たに雇用することによっ
て、正規職員の減員を図った。

4,334 △ 3,554 7,888 21,670 特別会計

9
保
険
課

国民年金届書
の電子媒体化
による経費削
減

日本年金機構から紙ベースで送付され、市のシステムに手入力を行って
いた一覧表を電子媒体（ＣＤ）に代えることにより、システムへの入力
作業を削減した。

186 186 0 930 一般会計

NO 所属 取組名 取組実績
H30
財政

効果額

内訳 ６年間
財政

効果額
見込み

会計
種別
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事業費
ベース

人件費
ベース

10

青
少
年
課

岸和田市との
友好都市交流
事業の見直し

岸和田市との友好都市交流事業については、平成29年度で50年目を迎
え、その間、多くの青少年関係団体や青少年同士の交流が図られ、本事
業の当初の目的である青少年活動の発展に十分に寄与したことから、こ
の節目に事業を廃止した。

1,417 234 1,183 7,085 一般会計

11

建
設
政
策
課

地域安心安全
道づくり事業
における事務
の見直し

地域安心安全道づくり事業において、事業終了後に各自治会長を対象に
アンケート調査を行ってきたが、例年、アンケート結果の多数を占めて
いるのが本事業の予算額への不満であり、厳しい財政状況の折り、当
面、事業予算の増額は見込めないことから、アンケート調査を廃止し
た。
なお、アンケート調査廃止後も引き続き、自治会等と連携した現地確認
等の機会があることから、地域の声に耳を傾けながら、引き続き安心安
全な道づくりに努めていく。

788 0 788 3,940 一般会計

12

建
設
政
策
課

土砂災害警戒
区域等パト
ロールの見直
し

小田原市土砂災害ハザードマップが作成され、各戸に配布された。これ
により、土砂災害警戒区域等の位置や、豪雨時等における住民の行動に
ついて周知されたことから、土砂災害警戒区域等パトロールを廃止し
た。

1,577 0 1,577 7,885 一般会計

13

み
ど
り
公
園
課

久野霊園管理
システムの導
入検討

久野霊園の墓地使用者（約2,800人）の使用・承継管理、工事管理、納骨
管理、使用料管理は現在、それぞれ別の台帳や表計算ソフトにより管理
しているが、業務の効率化を図るため、データを一元的に管理するソフ
ト（久野霊園管理システム）を導入した。

818 818 0 3,123 一般会計

14

下
水
道
整
備
課

下水道事業に
おける設計・
積算基準の見
直し

国土交通省より「下水道クイックプロジェクト」が示され、本来、下水
道管きょを新設する場合、本管の角度が変わる部分にはマンホールを設
置しているが、緩やかな変化点では省略できることが、提言された。本
市においても、適正なマンホールの設置について検討を進めている。
また、これまで下水管布設工事後の舗装の復旧工事は、下水道管布設の
翌年度に執行していたが、布設工事に本復旧工事を含めることにより、
工事費の削減と執行や現場管理等に掛かる事務量の軽減を図った。
　

1,050 1,050 0 14,426 企業会計

15
出
納
室

債権者に対す
る口座振替通
知書の段階的
見直し

口座振替払いの際に発送している支払通知書（ハガキ）について、印刷
代や送料等の削減のため、平成30年11月から原則通知しないこととし
た。実施前と比べ、１ヶ月あたりの通知件数の平均は2,245件から1,690
件となり、２割程度減少している。今後も各課に削減を依頼していく。

172 172 0 3,889 一般会計

16

小
田
原
消
防
署
消
防
課

消防における
文書管理事務
の簡素化

消防団関係、予防関係、署の庶務関係等、多くのメールや通知を収受し
ている。収受簿の項目や、ファイリングを集約し、併せて、文書を電子
データとして保管し検索を容易にすることにより、書類の見返しの時間
を短縮するとともに、収受した際の事務の負担軽減を図った。

394 0 394 2,364 特別会計

H30
財政

効果額

内訳 ６年間
財政

効果額
見込み

会計
種別

NO 所属 取組名 取組実績
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４．補助金・負担金の見直し 

 

事業費
ベース

人件費
ベース

17
給
水
課

検定満期時に
おける水道
メーター交換
の見直し

水道メーターの交換は、計量法の規定やお客様との調整期間を考慮した
上、当該年度に７年目となる水道メーターを交換していた。しかし、近
年、空家など水道を使用しない中止となっている件数が年々増加してい
ることから、当面使用の見込みのない中止となっている水道メーターの
交換を実施しないこととした。これにより、水道メーターの交換に要す
る経費等が削減された。

6,780 6,780 0 31,248 企業会計

18

水
質
管
理
課

水道局におけ
る水質検査の
見直し

水道水の原水の水質検査については、厚生労働省健康局水道課長通知に
より、必要に応じて水道水質検査に準じて水質検査計画に位置づけるも
のとされており、水質が最も悪化していると考えられる時期を含んで少
なくとも毎年１回、全項目検査をすることとされている。水質検査が
３ヶ月に１回以上（年４回）であること、同じ酒匂川の表流水を水源と
する県営水道の原水の検査頻度が年４回であることから、年４回とし
て、外部検査機関に委託していた。そうした中、地下水水源（８ヶ所）
については、年間を通じて水質は比較的安定していることから、年２回
（渇水期と豊水期）の実施とし、委託検査の減については、自己検査に
より検査頻度を維持した。

708 708 0 3,540 企業会計

19

教
育
指
導
課

教職員海外研
修事業の見直
し

隔年で派遣している海外研修については、当初の目的を果たしたことか
ら、平成29年度実施分を最後に事業を廃止した。

394 0 394 3,162 一般会計

20

教
育
指
導
課

幼稚園臨時職
員（介助教
諭）の配置の
見直し

個別の支援を必要とする園児に対応するため、各幼稚園に介助教諭を配
置しているが、平成30年度は、１月現在で前年度比１名の減員を図っ
た。
個別の支援を必要とする園児には、今後も適切に介助教諭を配置してい
く。 2,560 2,560 0 12,800 一般会計

21

議
会
総
務
課

本会議・委員
会における会
議録校正事務
の効率化

本会議及び委員会の会議録は、委託業者からの納品後、担当者が音声確
認及び文章校正を行い、その後、議事調査係員全員が内容を確認した上
で正式な会議録として一般公開していたが、係内全員による内容確認
は、費用対効果という観点からも課題があるため、職員による内容確認
について簡素化を図った。 3,944 0 3,944 20,760 一般会計

H30
財政

効果額

内訳 ６年間
財政

効果額
見込み

会計
種別

NO 所属 取組名 取組実績

事業費
ベース

人件費
ベース

1

地
域
安
全
課

防犯指導員協
議会小田原支
部会補助金の
見直し

防犯指導員協議会小田原支部会は、小田原警察署管内の犯罪を未然に防
止し、安全で安心なまちづくりを実現するため、警察と連携を図りなが
ら防犯パトロールや街頭犯罪等抑止活動など、様々な地域安全運動を実
施している。
市は活動費等を補助しているが、繰越金が増の傾向にあることから、適
正な補助金額にするべく段階的な削減を図ることとした。

21 21 0 295 一般会計

H30
財政

効果額

内訳 ６年間
財政

効果額
見込み

会計
種別NO 所属 取組名 取組実績
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事業費
ベース

人件費
ベース

2

商
業
振
興
課

「小田原ス
イーツ」事業
費補助金の見
直し

「小田原スイーツプレミアム」の運営組織である小田原スイーツプレミ
アム提供店連絡会を支援するため、事業費（総額850千円）の一部を補助
していたが、市補助金も国庫補助金と同様に期間付きで対応する予定で
あったものであり、提携店連絡会による事業の自立運営を促すため、当
該補助金を廃止した。 494 100 394 2,470 一般会計

3

商
業
振
興
課

中心市街地活
性化協議会運
営事業費補助
金の見直し

小田原市中心市街地活性化協議会（事務局：小田原箱根商工会議所）
は、中心市街地の活性化に関する法律に基づき、平成20年度に設立され
ており、その役割としては、小田原市中心市街地活性化基本計画の推進
や進捗管理のほか、中心市街地のまちづくりを総合的に協議、推進する
ものであり、従前のTMOから継続して事務局人件費を中心とした補助を
行っていたが、同計画が平成29年度で計画期間を満了し、平成30年度の
最終フォローアップへの意見付帯をもって中活協議会の役割を終え解散
することとなったため、当該補助事業を廃止した。

1,285 1,285 0 5,921 一般会計

4
農
政
課

地域産木材の
利用拡大に向
けた支援方法
の見直し

地域産材の利用拡大を目的として実施してきた「小田原産木材住宅リ
フォーム等助成事業」は、平成28年度の木材流通調査において、地域産
材を原料とした製品が普及し始めていることわかった。そのため、本事
業については、一定の役割を果たしたことから、平成29年度をもって廃
止した。一方、さらなる地産木材の利用を推進するためには、製品だけ
ではなく、最も木材を利用する家づくりへの取組が重要であることか
ら、一般消費者や工務店、設計士等を対象に、実際に地域の山（森林）
や材木店、地域産木材を使用した住宅等を見学するなど、地域産木材で
の家づくりの認識を高め、需要拡大につなげるための取組を行った。

2,811 445 2,366 14,055 一般会計

5

ま
ち
づ
く
り
交
通
課

都市づくりパ
ブリックデザ
インセンター
賛助会費の見
直し

景観・都市デザインに関するごく限られた分野における情報収集のた
め、専門の調査研究機関として、調査・研究活動や情報発信・交流活動
を積極的に行っている団体である「都市づくりパブリックデザインセン
ター」へ賛助会費を支出していた。しかしながら、近年県を通じ積極的
に情報収集していること、加えて同種の団体（NPO法人景観デザイン支援
機構など）が増えていること、景観行政団体同士の交流（国土交通省主
催景観行政セミナーの開催や関東地方都市美協議会への参加など）が図
られていることなどから、他手法での情報収集が可能となってきてお
り、同団体への賛助会を退会し、会費支出を廃止した。

48 48 0 240 一般会計

6

ま
ち
づ
く
り
交
通
課

景観形成修景
費補助金の見
直し

効果的な景観形成の誘導手法の検討のなかで、修景補助制度の見直しを
実施した。
そのなかで、景観計画重点区域に対する補助金（景観形成修景費補助
金）について、平成30年度から同区域が社会資本整備総合交付金（街な
み環境整備事業）の「小田原城城下町地区における街なみ環境の整備Ⅱ
期」計画の整備区域に含まれ、同事業に沿うものと考えられるため、事
業を整理したうえで、整備計画を変更し、同補助金へ新たに国費を充当
出来るようにした。

200 200 0 1,492 一般会計

NO 所属 取組名 取組実績
H30
財政

効果額

内訳 ６年間
財政

効果額
見込み

会計
種別
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５．施設の管理運営に係る見直し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業費
ベース

人件費
ベース

1

下
水
道
総
務
課

下水道施設に
おける電気料
金の見直し

下水道施設及び関連施設を24時間稼働するにあたり、年間数千万円の電
気料金の経費を支出しなければならない。そのため電力供給先の東京電
力エナジーパートナー株式会社との料金契約の見直しを行い、電気料金
の削減を図った。
対象施設：下水道管理センター、早川中継ポンプ場、多古しらさぎ会
館、コミュニティーホールかるがも

2,394 2,000 394 14,770 企業会計

2

水
質
管
理
課

水道局におけ
る動力費の削
減（電気料
金）

高田浄水場の契約電力を1,100kwから1,000kwに見直し、基本料金を削減
した。
また、中河原3号配水池の供用開始に伴い、高田浄水場からの送水につい
て、夜間時間帯での送水台数を増やして、電気料金の安い時間帯での稼
働時間を増やした。
更には、高田浄水場の特別高圧受変電設備など電気設備の点検時には第
三水源地から久野配水池へ送水し対応していたが、第二水源地から久野
配水池への送水が可能となったことから第三水源地の取水ポンプ等の運
用方法を見直し、経費を削減した。

3,114 3,114 0 22,531 企業会計

H30
財政

効果額

内訳 ６年間
財政

効果額
見込み

会計
種別

NO 所属 取組名 取組実績



 

 

 

第２次行政改革実行計画の概要 

 

１  第2次行政改革実行計画の位置付け 

  第２次行政改革実行計画は、将来に亘る安定的な行政サービスの確保を図ることを目的 

とした第２次小田原市行政改革指針に基づき、平成29年度から令和４年度までの６年間 

を計画期間として推し進める具体的な取組をまとめたものである。 

 

２ 計画の目標 

  全体目標として、「将来を見据えた行財政運営」の推進を掲げるとともに、計画期間の 

６年間の累積による財政効果額を 14.5 億として目標設定している。 

 

３ 行財政改革の視点 

行財政改革の具体的な取組は、次の３つの視点により進めていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  視点３「持続可能な財政基盤の確立」には、財政効果額の創出に関わる歳入の確保や歳 

出の抑制といった「量の改革」に係る取組が位置付けられ、これら以外の取組は財政効 

果額に拘らない行政サービスの質の向上に重きを置いた「質の改革」として位置付けら 

れている。 

 

4   具体的な取組による財政効果額の見込み 

実行計画の計画期間における会計別の財政効果額の見込み 

（単位 千円） 

会 計 
事業費ベース

（①） 

人件費ベース

（②） 

財政効果額総額

（①＋②） 

一 般 会 計 1,274,242 568,211 1,842,453 

特 別 会 計 △1,462 66,244 64,782 

企 業 会 計 372,742 9,456 382,198 

 

5  進捗管理について 

両副市長以下で構成される行財政改善推進委員会を中心に進捗管理を実施する。 

資料○ 

市民との共創による 
地域経営の推進 

市民ニーズに即応した 
効率的で効果的な 
行財政運営の推進 

持続可能な財政基盤の確立 

視点１ 視点２ 視点３ 

取組 ９項目 取組 21 項目 取組 97 項目 

・公共施設の運営管理、整備等 

 における公民連携の推進 

・地域コミュニティ組織との協 

 働によるまちづくり 

など 

・システムの共同利用の推進 

・働き方改革に関する取組 

・新公会計制度の導入及び活用 

・土地開発公社経営健全化事業 

 の推進        など 

・市有財産の有効活用 

・サービスの見直し  

・都市セールス事業の推進 

 

など 

参考資料２－１ 
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令和元年度小田原市いっせい総合防災訓練〔水防〕実施結果について 

 

１ 概要 

(1) 訓練概要 

酒匂川の氾濫が想定される状況における水防をテーマとした防災訓練 

(2) 訓練日時 

令和元年(2019 年)６月 29 日（土）午前８時～正午 

(3) 訓練会場 

風水害避難場所（広域避難所等）、土砂災害避難場所、市内河川７カ所、市 

役所本庁舎ほか 

２ 実施結果 ※参考資料３－１ 訓練風景参照 

(1)訓練項目 

ア 地域訓練      （参加人員）6,999名 

内容：避難訓練、巡回広報、浸水防止措置体験、情報受伝達訓練ほか 

会場：風水害避難場所（広域避難所等）、土砂災害避難場所ほか 

対象：各地域住民、市配備職員、小田原市消防団、広域一般廃棄物事業 

協同組合 

イ 河川洪水訓練    （参加人員）153名 

内容：河川溢水防止想定演習（河川等における溢水防止措置訓練） 

会場：市内の河川７カ所 

対象：小田原消防署、小田原市消防団、市関係部局、建設協定団体 

ウ 土砂災害訓練    （参加人員）46名 

内容：土砂災害連携訓練（道路啓開連携訓練、救出救助連携訓練） 

会場：塔ノ峰「青少年の家」跡地 

対象：小田原消防署、市関係部局、建設協定団体、警察、自衛隊 

エ 災害対策本部訓練  （参加人員）79名 

内容：災害対策本部会議、模擬記者会見、情報受伝達訓練ほか 

会場：市役所本庁舎ほか 

対象：市職員 

(2)本訓練における新しい取組 

ア 災害情報ツイートシステム「ＤＩＴＳ（Disaster Information Tweeting 

and Mapping System）」 

イ 「ドローン」を使用した現場状況把握 

 

３ 各訓練会場からの意見等 

(1) 地域訓練会場 

〇風水害避難場所を経由し広域避難所へ移動したが、そのルートに危険性が 

あり、避難経路の変更が必要であると感じた。（自治会） 

資料３ 
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〇風水害避難場所が、不足していると感じた。（自治会） 

〇避難所における市職員（配備職員）との連携を密にしていきたい。（自治 

会） 

〇浸水防止措置体験において、土のうは、市街地でも道路の冠水時に有効な手段で 

あることを自治会の皆様へ説明し、理解していただいた。（消防団） 

 

(2) 河川洪水訓練会場 

〇中小河川の初期対応として、実践的な訓練ができた。 

 

(3) 土砂災害訓練会場 

〇自衛隊等の関係団体との連携による救出救助活動訓練は有意義であり、今 

後も継続していきたい。 

 

(4) 災害対策本部訓練会場 

(5)  

〇形式的な訓練にならないよう状況付与を直前に行ったほうがよい。 

〇災害対策本部の設置場所が手狭である。 

 

４ 成果、課題及び今後の取組 

(1)成果 

〇これまで地震を想定した訓練を実施してきたが、今年度初めて水防に関す 

 る市全体の訓練を実施でき、水害に対する意識啓発を行うことができた。 

〇複数の訓練想定を設け、実践に即した訓練を実施することで、各会場にお 

いて関係機関と連携し、課題を共有することができた。 

 

(2)課題等 

〇水害に関する総合防災訓練が初めての試みであったため、前年度に比べ 

参加機関が少なかった。 

 

 (3)今後の取組 

〇引続き、より実践的、実際的な訓練の構成を追求していく。 

〇本訓練で明らかとなった課題を解決するため、関係者等と調整の上、防 

災部を中心に解決策を案出し、次年度以降の訓練に反映させる。 

〇新たな取組みである「災害情報ツイートシステムＤＩＴＳ」、「ドローン」 

について、さらなる活用方策について検討する。 



訓練風景 

訓練項目 

ア 地域訓練 

浸水防止措置体験 仮設トイレ組立訓練

イ 河川洪水訓練 

消防団演習風景 建設協定団体演習風景

ウ 土砂災害訓練 

道路啓開連携訓練 救出救助連携訓練

参考資料３-１ 



エ 災害対策本部訓練 

災害対策本部会議 模擬記者会見

本訓練における新たな取組 

ア 災害情報ツイートシステム「ＤＩＴＳ」 

「ＤＩＴＳ」監視状況  モニター画面

イ 「ドローン」を使用した現場状況把握 

映像伝送状況              ドローン空撮画面 



古紙（新聞紙）回収袋について 

 

１ 本市の古紙回収について 

本市の紙・布類の収集は、自治会、小田原市古紙リサイクル事業組合、市の三者の協力に

より成り立っています。 

平成４年度に古紙リサイクル事業組合が設立され、平成６年度から全市一斉に紙・布類の

分別収集が始まりました。紙・布類のリサイクルを推進するため、また、古紙の相場に左右

されない安定的な収集・資源化を目指して、三者の協力関係により、小田原市独自のしくみ

ができました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 回収袋について 

近年、新聞販売店などが新聞紙回収袋を配布している状況から、この度、古紙リサイクル

事業組合、自治会総連合、新聞販売店組合、市の四者が協力し、古紙（新聞紙）回収袋を製

作することとしました。回収袋は、希望する新聞販売店に配布され、購読者に提供されま

す。 

 

図 古紙（新聞紙）回収袋のイメージ 

縦 448mm×横 298 ㎜（A3サイズ）×まち 210mm（A4 サイズ） 

紙製 

 

 

 

 

 

 

〇自治会(市民)＝地域の集積場所に排出 

〇古紙組合＝確実な収集・資源化 

〇市(行政)＝市民への周知・啓発 

自治会 

総連合 

(市民) 

市（行政） 

古紙リサイクル

事業組合 

周知 

回収 

集積所に排出

y 

協定 

協力

関係 
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